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1. 研究背景と目的 
 
　Free/Libre and Open Source Software (以降，FLOSSと称す)は，誰でも自由に利用することができるソフト             
ウェアでありながら，非常に高い品質を実現している。高品質を実現するメカニズムとして，Eric Raymond   
は自身の著書である「The Cathedral and the Bazaar」の中で「十分な目があれば，全てのバグは洗い出され       
る」と解説している [1] 。つまり，「十分なベータテスターと共同開発者がいれば，ほとんどのバグは直ぐ   
に発見され，修正される」ということである。誰でも自由に利用することができ，高品質であるため，様々

な分野で FLOSS は活用されている。 
 
　Synopsys, Inc.1が公開している FLOSSにおけるセキュリティとリスク分析に関する調査報告書 (図 1) [2]に               
よると，商用ソフトウェア (コードベース)の約 70%が FLOSSによって構成されている。また，Talk Openly,               
Develop Openly Group2が公開している FLOSSに関する調査報告書 (図 2) [3]によると，商用ソフトウェアの約                   
77% に FLOSS が用いられているなど，商用ソフトウェアの開発において FLOSS は重要な役割を担ってい         
る。 
 

 
 

図 1 Synopsys, Inc. の調査報告結果 [2] 
 

1 電子系設計ソフトウェアを開発・販売する企業 
2 FLOSS の活用や運用に関する情報を提供する 
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図 2 Talk Openly, Develop Openly Group の調査報告結果 [3] 
 
　Björn Lundellらによって行われたスウェーデンの企業における FLOSSの利用率調査 [4]や Øyvind Haugeら                 
によって行われたノルウェーのソフトウェア業界における FLOSS の採用状況調査 [5]，Eugenio Capra らに         
よって行われた FLOSSにおける企業の役割や影響の調査 [6]，Tetsuo Nodaらによって行われた日本の地方自         
治体における FLOSS 活用政策と地域産業振興政策の課題調査 [7]，Katja Henttonenによって行われたインド         
における FLOSS ビジネスに関する課題調査 [8]，Tetsuo Noda らによって行われた東アジア諸国における           
FLOSS政策現状と課題調査 [9]，Androklis Mavridisらによって行われたギリシャにおける FLOSS採用の実現可           
用性に関する調査 [10]，Gustavo Pintoらによって行われたブラジルの FLOSS開発者における年齢層や参加動         
機の調査 [11]，Davide Tosiらによって行われたイタリアのロンバルディア州における FLOSSの導入状況に関         
する調査 [12]，Gustavo Pintoらによって行われたギリシャの地方自治体における FLOSSの普及状況と使用状         
況に関する調査 [13] など，民間企業だけでなく行政府機関でも FLOSS が活用されている。 
 
　Tanya Percy らによって行われたアフリカの大学で公開教育資源を利用する際の課題調査 [14] や G. R.             
Gangadharanらによって行われた新興市場の教育環境で FLOSSの採用を促進する要因と採用を阻害する要因     
の調査 [15]，Björn Lundellらによって行われたスウェーデンの教育における FLOSSの期待度調査 [16]，Sergio             
Raúl Montes León らによって行われたエクアドルで FLOSSの大学院修士課程を創設する際の事前調査 [17]，           
Alexandru Coman らによって行われたルーマニアの高等教育で FLOSSを活用する際の課題調査 [18]，Debora           
Maria Coelho Nascimentoらによって行われた FLOSSの開発を通じてソフトウェア工学を学ぶ取り組み [19]，           
Becka Morgan らによって行われた FLOSS の教育カリキュラム開発に向けた取り組み [20] など，教育現場で           
も FLOSS が活用されている。 
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　上記で述べた通り，様々な分野で FLOSSが活用されている。その一方，Heartbleedなどの深刻な脆弱性に     
よって社会全体に影響を及ぼすようなセキュリティインシデントも発生している。Heartbleed は，2014 年     
04月 01日暗号通信ライブラリの OpenSSL Ver.1.0.1で発見された脆弱性であり，共通脆弱性識別子識別番号               
CVE-2014-0160 [21] が割り当てられている。この脆弱性は，以下のような甚大な被害をもたらした。 
 

● インターネット上の Web サーバの約 17 ％（約 50 万台）が影響を受ける [22] 
● インターネットユーザの 6% が個人情報を不正取得される [23] 
● アクセスランキング上位 100 の Web サーバ 44 台が影響を受ける [24] 

 
　後の調査によって，OpenSSL は，世界中の暗号通信を支える重要なソフトウェアにもかかわらず，わずか   
3 人の開発者によって開発と保守が行われていたことが発覚 [25] 。その結果，Heartbleedは 2011年 12月 31                 
日にバグが混入してから 2012年 03月 14日に発覚するまで約 822日間も放置され，社会全体に甚大な影響を               
及ぼすこととなった。このように，重要なソフトウェアであるにもかかわらず「FLOSS = 無料」という社会   
全体の意識によって，FLOSS開発者への負担が増大している。重要な FLOSSには，十分な人的，経済的資源     
が行き渡るようなエコシステムの構築が必要である。本研究の目的は FLOSS が抱える問題を解決し，FLOSS     
を中心とした理想的なエコシステムの実現を目指すことである。そのための予備調査として，FLOSS が抱え 
る問題の原因，課題を明らかにし，その課題に対するアプローチを提案する。続く 2 章では，FLOSSの概要     
として FLOSSの定義や代表的な FLOSSの紹介，FLOSSのステークホルダ，FLOSSライセンスについて記述す           
る。3章では，FLOSSが抱える 3つの問題を調査し，その原因や課題，対策について述べる。4章では，調査         
した組織構造分析手法について記述する。5 章では，既存研究を参考に行った FLOSSプロジェクトの分析手     
順と，その結果について記述する。6 章では，既存研究調査や予備実験に対する考察と本報告書のまとめを 
記述する。 
 

2. FLOSS の概要 
 
　本章では，FLOSS の概要について述べる。まず初めに，フリーソフトウェアとオープンソースソフトウェ 
アの観点から FLOSSを定義する。次に，代表的な FLOSSを 8つのカテゴリ別に紹介する。次に，FLOSSに関             
わるステークホルダを様々な観点から紹介する。最後に，FLOSS のライセンスについてコピーライトの観点 
から説明する。 
 

2.1. FLOSS の定義 
 
　FLOSSは，フリーソフトウェアとオープンソースソフトウェアの双方を包括する用語である [26]。フリー     
ソフトウェアとオープンソースソフトウェアは同一視されやすいが，それぞれに異なった定義が存在してい

る。本節では，まず初めにフリーソフトウェアとオープンソースソフトウェア，それぞれの定義について述

べる。次に，FLOSS という用語が使用される切っ掛けとなったフリーソフトウェア運動について述べる。最 
後に，本報告書における FLOSS の定義について述べる。 
 
　フリーソフトウェアの定義は，Free Software Foundation3 (以降，FSF と称す) の定義である The Free               
Software Definition (以降，FSDと称す) [27]と Debian Project4の定義である The Debian Free Software Guidelines                           
(以降，DFSGと称す) [28]が存在する。FSDは，以下に示す 4つの項目から構成されており，GNUの公式ウェ           
ブサイトで公開されている [27]。1986年 02月に公開された初版 [29]から本報告書執筆時点まで，26回の改               
定が行われている [27] 。 
   

3 Richard M. Stallman によって設立された非営利団体 
4 Linux ディストリビューションを開発するコミュニティ 
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1) 第零の自由: どんな目的に対しても，プログラムを望むままに実行する自由  
2) 第一の自由: プログラムがどのように動作しているか研究し，必要に応じて改造する自由 
3) 第二の自由: ほかの人を助けられるよう，コピーを再配布する自由 
4) 第三の自由: 改変した版を他に配布する自由 

 
　DFSGは，以下に示す 10つの項目から構成されており，Debian Projectの公式ウェブサイトで公開されてい         
る [28] 。1997 年 07 月 05 日に初版である Version 1.0 [30] が公開され，2004 年 04月 26日に改定版である                                 
Version 1.1 [28] が公開されている。本報告書執筆時点では，Version 1.1 が最新版となっている。 
 

1) 自由な再配布 
2) ソースコード 
3) 派生ソフトウェア 
4) 原作者によるソースコードの整合性維持 
5) すべての個人，団体の平等 
6) 目標分野の平等 
7) ライセンスの配布 
8) ライセンスは Debian に限定されない 
9) ライセンスは他のソフトウェアを侵害しない 
10) フリーなライセンスの例 

 
　オープンソースソフトウェアの定義として Open Source Definition (以降，OSDと称す) [31]が挙げられる。             
OSDは，Open Source Initiative5 (以降，OSIと称す)によって定義されており，以下に示す 10項目から構成さ               
れている。OSD は，2007 年 03 月 22 日に最新版である Version 1.9が公開されている。また，OSDは上記の                     
DFSG を基に作成されているため，酷似している項目が多々存在する。 
 

1) 自由な再頒布 
2) ソースコード 
3) 派生物 
4) 原著作者のソースコードとの区別 
5) 特定人物・集団に対する差別の禁止 
6) 使用分野に対する差別の禁止 
7) ライセンスの権利配分 
8) ライセンスは特定製品に限定してはならない 
9) ライセンスは他のソフトウェアを制限してはならない 
10) ライセンスは技術中立 

 
　フリーソフトウェア運動は，ユーザが使うソフトウェアをユーザがコントロールすることを目的とした活

動であり，FSF の創設者である Richard M. Stallman らによって行われている [32]。Richard M. Stallmanはフ                   
リーソフトウェア運動の一環として，フリーソフトウェアのフリーは「無償」ではなく「自由」であること

を主張している。また，「無償」と「自由」を区別し「自由」であることを強調するために Free and Open       
Source Softwareの略称である FOSSではなく，Free/Libre and Open Source Softwareの略称である FLOSSの使                     
用を推奨している [26] 。 
   

5 Bruce Perens と Eric S. Raymond によって設立された権利擁護団体 
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　Google トレンド6 を用いて過去 5 年間の検索推移を比較調査した結果，フリーソフトウェアが最も検索さ       
れており，次いで Open Source Softwareの略称である OSSが検索されていることがわかった (図 3)。認知度                 
の側面から，用語としてフリーソフトウェアや OSSを用いることが適切であると考えられる。しかし，本報   
告書では Richard M. Stallmanが主張する以下の 2点を考慮し，最も包括的な用語である FLOSSを用いること               
とする。 
 

● 「無償」と「自由」の区別 
● フリーソフトウェアとオープンソースソフトウェアの区別 

 

 
 

図 3 Google トレンドを用いた比較調査の結果 
 
　また，本報告書においては以下の条件を満たすソフトウェアを FLOSS とする。 
 

● 改良，研究，実行，配布，複写，変更が可能なソフトウェア 
● ソースコードがオープンアクセスになっているソフトウェア 
● 適切なライセンスが割り当てられているソフトウェア 

 

2.2. 代表的な FLOSS 
 
　現在，インターネット上にはスクリプトからオペレーティングシステムまで，様々な FLOSSが公開されて   
いる。本節では，その中から 8つのカテゴリー (①ウェブサーバ，②ウェブブラウザ，③オペレーティング           
システム，④セキュリティ，⑤データベース，⑥フレームワーク，⑦プログラミング言語，⑧仮想化・ク         
ラウド) における代表的な FLOSS を紹介する。 
 
① ウェブサーバ 
 
　Apache HTTP Serverは，Apache Software Foundation7が中心となって開発が行われている FLOSSのウェブ               
サーバであり，NCSA8に所属していた Robert McCoolらによって開発されていた NCSA HTTPdが基になってい             
る。W3Techs9 で公開されているウェブサーバの統計情報 [33] によると，Apache HTTP Server の利用率は約             
36%  であり，インターネットのインフラ基盤として重要な役割を担っている。 
 

6 Google が運営しているキーワードの検索推移を比較可能なウェブサービス 
7 Apache HTTP Server を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
8 National Center for Supercomputing Applications の略称 
9 Q-Success によって収集されている利用統計情報が公開されているウェブサービス 
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　Nginxは，NGINX, Inc.10が中心となって 2004年 10月 04日から開発が行われている FLOSSのウェブサーバ                     
である。W3Techsで公開されているウェブサーバの統計情報 [33]によると Nginxの利用率は約 32% であり，             
上記の Apache HTTP Server と共にインターネットのインフラ基盤として重要な役割を担っている。 
 
② ウェブブラウザ 
 
　Chromiumは，Googleが中心となって 2008年 09月 02日から開発が行われている FLOSSのウェブブラウザ                   
であり，HTML レンダリングエンジンとして Blinkを採用している [34]。同じく Googleが開発を行っている             
ウェブブラウザとして Chromeが挙げられる。Chromeは，Chromiumに自動更新機能やユーザ拡張機能など       
の独自機能が実装され，プロプライエタリソフトウェアとして配布されているウェブブラウザである [35]。   
StatCounter Global Stats11で公開されているウェブブラウザの統計情報 [36]によると，Chromiumの利用率は           
圏外である。しかし，Chrome の利用率は約 66% であり，ウェブの発展に大きく貢献している。 
 
　Firefox は，Mozilla Foundation12 と Mozilla Corporation13が中心となって開発が行われている FLOSSのウェ               
ブブラウザであり，HTML レンダリングエンジンとして Gecko を採用している [37] 。また，Firefox は             
Netscape Communications Corporationによって開発が行われていたウェブブラウザである Netscape Navigator           
が基となっている。Netscape Navigatorは， 1998年 03月 31日にソースコードがオープンアクセスになって               
おり，2002 年 09 月 23 日に Firefox としてリリースされている。StatCounter Global Statsで公開されている                   
ウェブブラウザの統計情報 [36] によると，Firefox の利用率は約 4% であり，上記の Chrome と比較すると             
ユーザは少ない。しかし，技術の差別化など競争市場に大きく貢献している。 
 
③ オペレーティングシステム 
 
　Linux Kernelは，Linux Foundation14が中心となって開発が行われている FLOSSのオペレーティングシステ           
ムのカーネルである。1991年 08月 25日，当時 21歳でフィンランドのヘルシンキ大学に在籍していた Linus               
Torvalds によって Linux の初版である Ver.0.0.1 が公開され，今日まで開発が行われている [38] 。後述する               
Ubuntu や Android などのエンドユーザ向けオペレーティングシステムから交通機関や金融機関などのミッ     
ションクリティカルな情報システムまで幅広い分野で活用されている。 
 
　Debian は，Debian Project が中心となって開発が行われている FLOSS の Linuxディストリビューションで             
あり，1993年 08月 16日に当時，パデュー大学に在籍した Ian Ashley Murdockによって Debianの初版が公開                     
された。Debian は，社会契約の中で DFSGを満たさないソフトウェアは公式として提供はしないと宣言して     
おり，基本的にはフリーソフトウェアのみで構成されている Linux ディストリビューションである [28] 。       
W3Techs で公開されているオペレーティングシステムの統計情報 [39] によると，Debian の利用率は約 18%           
である。 
   

10 マイクロサービス向けの高性能アプリケーションを提供する企業 
11 StatCounter によって収集されている利用統計情報が公開されているウェブサービス 
12 Firefox を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
13 Firefox を中心に FLOSS の開発や支援を行う Mozilla Foundation の完全子会社 
14 Linux Kernel を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
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　Ubuntuは，Canonical Ltd.15が中心となって 2004年 10月 20日から開発が行われている FLOSSの Linuxディ                         
ストリビューションである。上記の Debianから派生した Linuxディストリビューションであり，Debian系の           
Linux ディストリビューションとして位置づけられていた。現在は，Ubuntu の社会的影響力が大きくなった   
ことや Ubuntuから派生した Linuxディストリビューションが増加したことなどの理由から Debian系の Linux               
ディストリビューションとしてではなく，Ubuntu系の Linuxディストリビューションとして紹介されること     
も多くなった。また，上記でも述べた通り Debian は基本的にフリーソフトウェアのみで構成されている。   
しかし，Ubuntu はユーザフレンドリーであることを優先しているため，プロプライエタリなソフトウェア 
も公式の一部として提供する点が Debian と大きく異なる。W3Techs で公開されているオペレーティングシ     
ステムの統計情報 [39] によると，Ubuntu の利用率は約 46% であり，最もエンドユーザに使用されている           
Linux ディストリビューションの 1 つである。 
 
　CentOSは，CentOS Projectが中心となって 2004年 05月 14日から開発が行われている FLOSSの Linuxディ                         
ストリビューションである。Red Hat Enterprise Linuxから商標や商用パッケージなどを完全に除去した Linux           
ディストリビューションを目指しており，Red Hat Enterprise Linuxと同様に 10年間のセキュリティパッチサ           
ポート期間を設定するなど，長期的な情報システムの運用に適している。開発当初は，Red Hat とは完全に   
独立したコミュニティによって開発が行われていたが，2014年 01月 07日から Red Hatのメンバーをコミュ               
ニティの中心メンバーとして受け入れるという形で Red Hatと提携している [40]。W3Techsで公開されてい           
るオペレーティングシステムの統計情報 [39] によると，CentOS の利用率は約 19%であり，デスクトップ向         
けの Linuxディストリビューションとしては上記の Ubuntuに及ばない。しかし，サーバ向けの Linuxディス           
トリビューションとしては高い利用率を誇る。 
 
　Androidは，Googleが中心となって 2008年 09月 23日から開発が行われている FLOSSのモバイルデバイス                     
向けオペレーティングシステムである。オペレーティングシステムのカーネルとして Linux Kernel を採用し     
ている。StatCounter Global Stats で公開されているモバイルデバイス向けオペレーティングシステムの統計     
情報 [41] によると，Android の利用率は約 74% であり，非常に高い利用率を誇っている。 
 
④ セキュリティ 
 
　OpenSSHは，OpenBSD Foundation16が中心となって 1999年 12月 01日から開発が行われている FLOSSの                     
遠隔通信ソフトウェアである。SSH プロトコルは，暗号通信を用いてネットワークに接続された機器を遠隔 
操作するための通信手段プロトコルであり，TCP/IP プロトコルスイートのアプリケーション層に位置づけら 
れる。OpenSSHは，OpenBSDだけでなく Ubuntuや CentOSなど，様々な Linuxディストリビューションで標               
準インストールされており，SSH プロトコルの実装ソフトウェアとしてはデファクトスタンダードである。 
 
　OpenSSLは，OpenSSL Software Foundation17が中心となって開発が行われている FLOSSの暗号通信ライブ           
ラリであり，Eric A. YoungとTim J. Hudsonによって開発されていた暗号通信ライブラリ SSLeayが基となって               
おり，OpenSSL としては，1998 年 12月 23日から開発が行われている [42-43]。また，Ubuntuや CentOSな                     
ど，様々な Linux ディストリビューションで標準インストールされており，TLS/SSL プロトコル実装ソフト     
ウェアとしてはデファクトスタンダードである。 
   

15 Ubuntu のサポートやトレーニングプログラムを提供する企業 
16 OpenBSD を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
17 OpenSSL を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
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　OpenVPN は，OpenVPN Technologies, Inc.18 が中心となって開発が行われている FLOSS の Virtual Private                 
Network (以降，VPNと称す)ソフトウェアであり，2001年 05月 13日に James Yonanによって初版が公開さ                     
れた。また，Ubuntu や CentOS など，様々な Linux ディストリビューションに対応しており，VPN ソフト           
ウェアとしては世界中で使用されている。 
 
⑤ データベース 
 
　MariaDB は，MariaDB Foundation19 が中心となって 2009 年 10 月 29 日から開発が行われている FLOSS の                       
RDBMSである。また，後述する MySQLの開発者であった Ulf M. Wideniusによって MySQLの派生データベー                 
スシステムとして開発されたのが始まりである。DB-Engines20 で公開されているデータベースシステムの統 
計情報 [44] によると，MariaDBの使用ランキングは第 12位であり，Nokiaや Red Hat，Samsungなど様々な                 
企業が採用している [45] 。 
 
　MongoDBは，MongoDB Inc.21が中心となって 2009年 02月 11日から開発が行われている FLOSSの NoSQL                           
である。MongoDB Inc. は，インターネット広告会社である DoubleClick (現在は，Google の傘下)に所属して           
いた Dwight Merrimanと liot Horowitzによって設立された [46]。DB-Enginesで公開されているデータベース                 
システムの統計情報 [44]によると，MongoDBの使用ランキングは第 5位であり，Adobeや Google，SEGAな               
ど様々な企業が採用している [47] 。 
 
　MySQLは，Oracleが中心となって開発が行われている FLOSSの RDBMSである。1995年 05月 23日から開                     
発されており，FLOSS のデータベースとしては非常に長い開発の歴史がある。DB-Enginesで公開されている   
データベースシステムの統計情報 [44] によると，MySQL の使用ランキングは第 2 位であり，GitHub や             
Booking.com，Pinterest など様々な企業が採用している [48] 。 
 
　PostgreSQLは，PostgreSQL Global Development Groupが中心となって 1997年 01月 29日から開発が行われ                       
ている FLOSS の RDBMS である。また，カリフォルニア大学バークレー校で開発されたデータベースシステ       
ムである Ingresから派生したデータベースシステムでもある [49]。DB-Enginesで公開されているデータベー         
スシステムの統計情報 [44] によると，PostgreSQL の使用ランキングは第 4 位であり，上記の MySQLと同様             
に様々な企業で採用されている。 
 
　SQLite は，Hipp, Wyrick & Company, Inc が中心となって開発が行われている FLOSS の RDBMS である。                   
SQLite の初版は D. Richard Hipp によって設計と開発が行われ，2000 年 08 月 17日に公開された。その他の                   
データベースシステムと比較すると非常に軽量なため，デスクトップアプリケーションやモバイルアプリ

ケーションに組み込まれ運用される場合が多い。DB-Engines で公開されているデータベースシステムの統計 
情報 [44] によると，SQLite の使用ランキングは第 9 位である。 
 
⑥ フレームワーク 
 
　Angular は，Google が中心となって開発が行われている FLOSSのフロントエンドウェブアプリケーション       
フレームワークである。また，Angularは Version 1.Xである AngularJSと Version 2.Xである Angularが存在す                     
る。AngularJS では JavaScript を，Angular では TypeSctiprt を推奨プログラミング言語としている。           
AngularJSの初版は 2010年 10月 20日に公開されており，フロントエンドウェブアプリケーションフレーム             
ワークとして，非常に長い開発の歴史が存在する。 
 

18 ネットワーク技術を提供する株式非公開企業 
19 MariaDB を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
20 データベースシステムの人気をランキング形式で表示するウェブサービス 
21 MongoDB のサポートやトレーニングプログラムを提供する企業 
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　React は，Facebook が中心となって 2013 年 03月 29日から開発が行われている FLOSSのフロントエンド                   
ウェブアプリケーションフレームワークである。仮想 DOM や JSX などフロントエンドをサポートする様々       
な機能が搭載されている。また，ウェブ技術を用いてモバイルデバイス向けのネイティブアプリケーション

を開発可能な React Native も提供されている。 
 
　Vue.jsは，Evan Youが中心となって 2014年 02月から開発が行われている FLOSSのフロントエンドウェブ                 
アプリケーションフレームワークである。Evan Youは，上記の AngularJSの開発に携わっていた Googleの開           
発者である。そのため，Vue.js の一部設計や機能は AngularJS から継承している。その一方で，双方向デー     
タバインディングやテンプレート機能など，フロントエンドの開発をサポートする様々な独自機能も搭載さ

れている。また，上記の Angularと Reactは企業主導によって開発が行われているが，Vue.jsはコミュニティ         
主導によって開発が行われている。 
 
⑦ プログラミング言語 
 
　GNU Compiler Collectionは，FSFが中心となって 1987年 05月 23日から開発が行われている FLOSSのコン                     
パイラ群である。C/C++や Objective-C，Fortranなど多種多様なプログラミング言語に対応しており，開発や     
教育，研究などの幅広い分野で使用されている。特に，C/C++ のコンパイラとして用いられる場合が多く， 
C/C++ コンパイラのデファクトスタンダードとされている。 
 
　OpenJDKは，Oracleが中心となって 2007年 05月 08日から開発が行われている FLOSSのJava 開発ツール                     
群である。Java コンパイラである javac やドキュメンテーション生成ツールである javadoc，Java のデバッ         
カーである jdb など，様々な開発ツールで構成されている。現在，Oracleがビルドした OpenJDKの他，Red           
Hat や Amazon など様々な企業がビルド，提供している OpenJDK が存在する。 
 
　Python は，Python Software Foundation22 が中心となって 1990 年から開発が行われている FLOSS のイン               
タープリタ型高水準汎用プログラミング言語である。オランダ出身のプログラマーである Guido van Rossum       
によって設計，開発が行われた。現在，Guido van Rossumはプログラマーから引退し，Python開発の第一線       
から退いており，後任に関する情報は調査した範囲ではない [50] 。クラウドストレージサービスである     
Dropbox のフロントエンドとバックエンドに採用されるなど，多くの企業が採用している。また，記述方法 
が直感的であり学習曲線が緩やかであるなどの理由から，近年では文部科学省が高等学校の情報科教材に 
Python を採用するなど，教育現場で採用される場面も増加している [51] 。 
 
　Ruby は，鳥取県出身のプログラマーである，まつもとゆきひろが中心となって 1995 年から開発が行われ     
ている FLOSSのインタープリタ型高水準汎用プログラミング言語である。国際電気標準会議の国際規格に初   
めて認証された国産のプログラミング言語でもあり，GMOペパボ株式会社やクックパッド株式会社など国内
企業の多くが採用している [52] 。 
 
⑧ 仮想化・クラウド 
 
　Dockerは，Solomon Hykesが中心となって 2013年 03月 13日から開発が行われている FLOSSのコンテナ型                     
仮想化ソフトウェアである。従来の仮想化技術であるホスト型仮想化やハイパー型仮想化と比較すると，ゲ

ストオペレーティングシステムを展開することなくアプリケーションの仮想化が可能であり，オーバーヘッ

ドの削減によるリソースの削減や動作の高速化などを実現している。また，Adobe や AT&T，Netflix など     
様々な企業が採用している [53] 。 
 

22 Python を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
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　OpenStack は，OpenStack Foundation23が中心となって 2010年 10月 21日から開発が行われている FLOSS                     
のクラウド基盤ソフトウェアである。また，Rackspace Technology24 が開発していたクラウドコンピュー   
ティング環境である Swift と NASA が開発していたクラウド基盤ソフトウェアである Nova が基になってい           
る。AT&T や Adobe，CERN などの様々な企業が採用している [54] 。 
 
　VirtualBox は，Oracle が中心となって  2007 年 01 月 15 日から開発が行われている FLOSS の仮想化ソフト             
ウェアであり，仮想化ソフトウェアとして非常に長い歴史が存在する。仮想化の種類としてホスト型仮想化

に分類され，GUI による直感的な操作が可能であるなどの特徴を持つ。 
 

2.3. FLOSS のステークホルダ 
 
　FLOSS の参加者は「エンジニアとエンドユーザ」や「コミッタとコントリビュータ」などと分類されるこ 
とが多い。しかし，企業や政府機関のように役職が定まっているわけではないため，FLOSS の参加者を明確 
に分類することは困難である。また，近年になって営利目的で FLOSS を活用する企業や FLOSS の開発支援       
を目的とする非営利団体，これらの団体に所属しながら FLOSSを開発するフルタイムエンジニアなどが登場   
したことによって，FLOSSのステークホルダは複雑化している。本節では，複雑化する FLOSSのステークホ     
ルダを様々な視点から可能な限り分類する。 
 
① エンジニアとエンドユーザ 
 
　FLOSSのステークホルダは，FLOSSを開発するエンジニアと FLOSSを利用するエンドユーザに大きく分類       
することができる。また，エンジニアとエンドユーザは FLOSSを中心とした以下のサイクルを繰り返すこと   
によって品質の高い FLOSS を継続的に開発することができる (図 4) 。 
 

(1) エンジニアが開発し，公開している FLOSS をエンドユーザが利用する 
(2) FLOSS を利用したエンドユーザが不具合や改善案をエンジニアに伝える 
(3) エンドユーザが報告してくれた不具合や改善案を基に FLOSS を改良し，再び公開する 
(4) (2) 〜 (3) を繰り返す 

 

23 OpenStack を中心に FLOSS の開発や支援を行う非営利団体 
24 クラウドコンピューティングに関する技術を提供する企業 
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図 4 エンジニアとエンドユーザの関係性 
 
② コミッタとコントリビュータ 
 
　既存研究 [55]より，FLOSSの参加者と貢献度の関係はパレートの法則に従っていることがわかっており，     
以下の (1) と (2)に分類することができる。(1)に属する参加者は定期的に FLOSSへ貢献する参加者であり，             
コミッタやコアメンバなどと呼ばれている。また，(2) に属する参加者は不定期的に FLOSS へ貢献する参加     
者であり，コントリビュータやペリフェリーメンバなどと呼ばれている。(1) と (2)の関係性をオニオンモデ     
ルを用いて表現 (図 5) することが多く，(1) と (2) の関係性を分析する研究も活発に行われている [56-61] 。 
 

(1) 20% の参加者によって 80% の貢献が行われている 
(2) 80% の参加者によって 20% の貢献が行われている 
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図 5 コミッタとコントリビュータの関係性 
 
③ 企業と財団 
 
　近年，FLOSSを用いてビジネスを行う企業が FLOSSのステークホルダとして登場している。代表的な企業     
として Amazon や Google，Red Hat，Canonical Ltd.などが挙げられるが，各企業によってビジネスモデルは           
様々である。Amazonや Googleなどは，FLOSSを用いたサービスをエンドユーザに提供することで収益を生       
み出すビジネスモデルを採用しており，Red Hatや Canonical Ltd.などは，自身が開発する FLOSSのサポート             
やトレーニングプログラムを提供することで収益を生み出すビジネスモデルを採用している。上記のような

企業やビジネスモデルが登場したことによって，FLOSS が企業や市場に及ぼす影響力や新しいビジネスモデ 
ルの提案など，FLOSS をビジネスの観点から分析する研究も活発に行われている [62-70] 。 
 
　また，FLOSSの開発を支援する財団も FLOSSのステークホルダとして登場している。代表的な財団として       
FSF や Linux Foundation，Mozilla Foundation などが挙げられる。財団の主な活動として，FLOSSに対して財           
団に所属する開発者を派遣することで人材的，技術的な支援や FLOSSに対して財団が保有する基金を寄付す   
ることで経済的な支援などが挙げられる。これらの活動を通して，財団は FLOSSの発展と維持に大きく貢献   
しており，FLOSS のステークホルダとして重要な存在である。また，FLOSS における財団の影響力や役割を   
分析した研究も活発に行われている [71-75] 。 
 
④ ボランティアとフルタイム 
 
　従来，FLOSS の開発はボランティアによって行われていた。しかし，上記で述べた企業や財団によって雇 
用されたフルタイムエンジニアが FLOSSの開発に携わるケースが近年増加している (図 6)。そのため，ボラ         
ンティアエンジニアとフルタイムエンジニアの行動パターンの違いやコミュニティに及ぼす影響などを分析

する研究が活発に行われている [76-79] 。 
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図 6 フルタイムエンジニア 
 

2.4. FLOSS ライセンス 
 
　FLOSS ライセンスは，FLOSS の改良，研究，実行，配布，複写，変更ができる範囲を定めたものであり，   
OSIが認証した FLOSSライセンス [80]や FSFが認証した FLOSSライセンス [81]など様々な FLOSSライセンス                         
が存在する。また，FLOSS ライセンスに関する研究も活発に行われている [82-92] 。本節では，コピーレフ     
トの適用状況に応じて，① コピーレフト型ライセンス，② 準コピーレフト型ライセンス，③ 非コピーレフ     
ト型ライセンスの 3 カテゴリーに分類 [93] し，各カテゴリーの代表的な FLOSS ライセンスについて記述す           
る。 
 
① コピーレフト型ライセンス 
 
　GNU General Public License Version 3 (以降，GPLv3と称す)ライセンスは，FSFによって作成されたコピーレ                 
フト型ライセンスである [94]。GPLv3が適応されている FLOSSを改変して再配布する場合，または GPLv3が             
適応されている FLOSS を組み込んだソフトウェアを再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して     
GPLv3 を適応する義務が生じる。しかし，ネットワーク経由で GPLv3が適応されているプログラムと協調動     
作するソフトウェアに関しては  GPLv3 を適応する義務は生じない。 
 
　GNU Affero General Public License Version 3 (以降，AGPLv3と称す)ライセンスは，FSFと Affero, Inc.が共同                         
で作成したコピーレフト型ライセンスである [95] 。上記の GPLv3 同様に，AGPLv3 が適応されている FLOSS             
を改変して再配布する場合，または AGPLv3 が適応されている FLOSSを組み込んだソフトウェアを再配布す       
る場合は，再配布する二次的著作物に対して AGPLv3 を適応する義務が生じる。しかし，上記の GPLv3とは       
異なり，ネットワーク経由で GPLv3 が適応されているプログラムと協調動作するソフトウェアに関しても     
AGPLv3 を適応する義務は生じる。 
 
　European Union Public License Version 1.2 (以降，EUPL-1.2と称す)ライセンスは，European Union (以降，EU                     
と称す) によって作成されたコピーレフト型ライセンスである [96] 。上記の GPLv3同様に，EUPL-1.2が適応           
されている FLOSS を改変して再配布する場合，または EUPL-1.2 が適応されている FLOSSを組み込んだソフ           
トウェアを再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して EUPL-1.2を適応する義務が生じる。また，   
上記の GPLv3と異なる点として，⽶国の法律用語を欧州の法律用語に変換した点や EUの公用語 22個に対応           
している点などが挙げられる。 
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② 準コピーレフト型ライセンス 
 
　GNU Lesser General Public License Version 3 (以降，LGPLv3と称す)ライセンスは，FSFによって作成された                   
準コピーレフト型ライセンスである [97] 。上記の GPLv3同様に，LGPLv3が適応されている FLOSSを改変し             
て再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して LGPLv3 を適応する義務が生じる。しかし，LGPLv3     
が適応されている FLOSS を組み込んだソフトウェアを再配布する場合は，LGPLv3 を適用する義務は生じな     
い。 
 
　Mozilla Public License Version 2.0 (以降，MPL 2.0と称す)ライセンスは，Mozilla Foundationによって作成さ                   
れた準コピーレフト型ライセンスである [98]。上記の LGPLv3同様に，MPL 2.0が適応されている FLOSSを改               
変して再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して MPL 2.0 を適応する義務が生じる。また，MPL       
2.0が適応されている FLOSSを組み込んだソフトウェアを再配布する場合は，MPL 2.0を適用する義務は生じ         
ない。 
 
③ 非コピーレフト型ライセンス 
 
　Apache License 2.0 は，Apache Software Foundationによって作成された非コピーレフト型ライセンスであ           
る [99]。コピーレフト型ライセンスや準コピーレフト型ライセンスと異なり，Apache License 2.0が適応され         
ている FLOSS を改変して再配布する場合に，再配布する二次的著作物に対して Apache License 2.0を適応す           
る義務が生じない。また，準コピーレフト型ライセンスと同様に Apache License 2.0が適応されている FLOSS           
を組み込んだソフトウェアを再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して Apache License 2.0 を適       
応する義務が生じない。 
 
　BSD License は，カリフォルニア大学バークレー校によって作成された非コピーレフト型ライセンスであ   
る [100]。コピーレフト型ライセンスや準コピーレフト型ライセンスと異なり，BSD Licenseが適応されてい       
る FLOSS を改変して再配布する場合に，再配布する二次的著作物に対して BSD Licenseを適応する義務が生         
じない。また，準コピーレフト型ライセンスと同様に BSD License が適応されている FLOSSを組み込んだソ         
フトウェアを再配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して BSD License を適応する義務が生じな     
い。 
 
　MIT License は，マサチューセッツ工科大学で作成された非コピーレフト型ライセンスである [101] 。コ       
ピーレフト型ライセンスや準コピーレフト型ライセンスと異なり，MIT Licenseが適応されている FLOSSを改       
変して再配布する場合，再配布する二次的著作物に対して MIT License を適応する義務が生じない。また，     
準コピーレフト型ライセンスと同様に MIT License が適応されている FLOSS を組み込んだソフトウェアを再         
配布する場合は，再配布する二次的著作物に対して MIT License を適応する義務が生じない。 
 

3. FLOSS の既存研究調査 
 
　FLOSS の開発過程で発生する開発履歴をマイニングすることでソフトウェア工学的知見を得ようとする研 
究は活発に行われている。しかし，社会における FLOSS の役割や FLOSS を取り巻くステークホルダが変化       
したことによって，FLOSS が抱える問題も変化している。時代における問題を適切に把握することは重要で 
ある。そこで，本章では，まず初めに FLOSSに関する既存研究の収集手順について記述する。次に，収集し   
た既存のサーベイ論文と FLOSSの活用事例報告書から問題を抽出する過程について記述する。次に，抽出し   
た問題を小問題に細分化し，各小問題に該当する論文を分類する手順について記述する。最後に，論文を分

類する過程で得られた軸を基にした FLOSS に関する既存研究の分析手順と結果について記述する。 
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3.1. 既存研究の収集 
 
　FLOSS に関する国際会議として，International Federation for Information Processing (以降，IFIPと称す)が               
開催している IFIP International Conference on Open Source Systems が挙げられる。IFIP International                   
Conference on Open Source Systemsは，FLOSSに関する①〜②の範囲をカバーしており，16回の開催 (2006                         
年 〜 2020 年) でフルペーパーとショートペーパー合わせて 409 件の論文を採録している (図 7) 。 
 
① ソフトウェアエンジニアリングの視点 
 

● FLOSS のアーキテクチャ，構成とリリース管理，環境 
● FLOSS の品質とセキュリティのテストと保証 
● FLOSS プロジェクトリポジトリのマイニングと分析 
● 従来の開発のための FLOSS からの教訓 
● FLOSS と標準 

 
② FLOSS 導入に関する研究 
 

● FLOSS 導入，移行モデル，成功と失敗のケーススタディ 
● 公共部門 (政府，教育，健康など) と「二次的な」ソフトウェア部門 (自動車，通信，医療機器など)       
におけるOSSの役割 

● FLOSS 互換性のある IT ガバナンスアーキテクチャ 
● FLOSS 開発のオフショアソーシング 
● FLOSSのアプリケーションカタログ (機能性，プラットフォーム，サポートプロバイダ，トレーニン   
グニーズ) 

 

 
 

図 7 論文の各年と累積採録数 
 
　IFIP International Conference on Open Source Systemsで採録されている論文で引用されている論文を更に加             
える。引用されている論文の中には，FLOSS との関係が薄い論文も含まれる。そのため，引用されている論 
文のタイトルとアブストラクトに “Open Source”や “OSS”，“FLOSS”などの単語が含まれる論文のみを抽出し         
た。その結果，IFIP International Conference on Open Source Systemsで採録されている論文 409件と合わせて                   
508 件の FLOSSに関する論文を抽出することができた。最後に，論文のタイトルやアブストラクト，採録年     
度などのメタデータをデータベースとして保存した (図 8) 。 
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図 8 FLOSS の論文データベース 
 

3.2. 問題の抽出 
 
　フリーソフトウェア運動が始まってから約 30年，FLOSS に関する国際会議が始まってから約 15 年が経過       
し，FLOSS を活用，開発，運用，保守していく過程で様々な問題が発生することが分かっている。その問題 
を様々な観点から比較調査している研究や，その問題の原因となっている要因を特定する研究，その問題を

解決するために取り組むべき課題を明確にする研究など，FLOSS に関する多くの研究が行われている。しか 
し，FLOSSの開発をサポートするツールやサービスの進化や FLOSSに関わるステークホルダーの変化によっ     
て，FLOSS が抱える問題も日々変化している。FLOSS が抱える現在の問題を正確に把握することは，FLOSS     
の活用効率向上や開発効率向上に必要不可欠である。そこで， ①既存のサーベイ論文と② FLOSSの活用事         
例報告書を基に，FLOSS が抱えている問題を抽出する。 
 
① 既存のサーベイ論文 
 
　FLOSSのサーベイ論文として，Fabio Mulazzaniらの 6年間 (2005年から 2011年)で投稿された FLOSSに関                       
するプロシーディングの関係性を分析する調査研究 [102] や Magnus Bergquistらの FLOSSが商用利用される             
までの歴史を調査した研究 [103]，伊原彰紀らの FLOSS に関するステークホルダと既存研究を調査した研究       
[104]，Francis Bordeleauらの 15年間 (2005年から 2019年)で進化した FLOSSを研究，技術，ビジネスの観点                     
から調査した研究 [105] などが挙げられる。 
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　Fabio Mulazzani らは，既存のシステマティックマッピングとシステマティックレビューを参考に 6 年間         
(2005年から 2011年)で FLOSSに関する国際会議に投稿された論文を分析している [102]。論文の分析手法と               
して，既存研究の論文をクロスシテーションでクラスタリングし，各クラスタを検査することで主要な研究

テーマや研究テーマの進化，FLOSS 研究の主要な創始者や合成者を検索している。この調査によって， 
FLOSS プロジェクトに関するソーシャルネットワーク分析，データマイニングのためのツール開発、メンテ 
ナンスプロセスを理解するためのソースコードの変更履歴を分析する研究，特に不具合修正プロセスに関す

る研究が活発に行われていることがわかった。 
 
　Magnus Bergquist らは，1980 年代，1990 年代，2000年代における FLOSSの社会的な立ち位置を分析して             
いる [103]。1980年代，FSFの創設者である Richard M. Stallmanらによって行われていたフリーソフトウェア               
運動が FLOSS の始まりであり，商用ソフトウェアに対する反発が主な原動力となっている。1990年代，OSI       
の設立と FLOSSの定義が策定されたことによって，FLOSSとプロプライエタリソフトウェアが共存する環境     
が整っていった。2000年代，FLOSSはミッションクリティカルなシステムに採用されるなど，プロプライエ   
タリソフトウェアに置き換わりつつある。 
 
　伊原彰紀らは，FLOSS に関するステークホルダと既存研究を分析している [104] 。FLOSS に関するステー       
クホルダ調査では，「FLOSS ボランティアエンジニアと貢献者」，「FLOSS プロジェクト雇用フルタイムエ   
ンジニア」，「FLOSS 開発企業」，「FLOSS 利活用企業」，「FLOSS 利用サポート企業」，「FLOSS利用組       
織とエンドユーザ」の観点から調査しており，各ステークホルダが抱える問題やモチベーションの違いなど

を考察している。また，「品質管理・理解」，「人的管理」，「コミュニケーション管理・理解」，「OSS 
利活用のサポート」の観点から FLOSSが抱える問題と既存研究を紹介している。これらの調査研究より，不   
具合修正プロセスやコミュニティの管理，開発者の管理，コミュニケーション理解などの研究が活発に行わ

れていることがわかった。 
 
　Francis Bordeleauらは，研究，技術，ビジネスの分野において FLOSSがどのように進化してきたのかを分       
析している [105] 。研究分野では，プロプライエタリソフトウェアから FLOSSへの移行，生成されたコード       
と開発プロセス，FLOSS ライセンス，FLOSS の品質に関する研究が活発に行われている。近年では，大規模   
コードリポジトリの分析と，その進化に関する調査，FLOSS コミュニティの分析，リソースの利用状況，セ 
キュリティ問題などが活発に研究されている。技術分野では，ソフトウェアだけでなくハードウェアや 
Software-as-a-Service，モバイル，クラウドコンピューティング，ビッグデータ，機械学習などに大きく貢献
している。ビジネス分野では，インフラ基盤や業務用アプリケーションがプロプライエタリソフトウェアか

ら FLOSS に移行する傾向にあり，FLOSS ライセンスもビジネスに適用される傾向にある。 
 
② FLOSS の活用事例報告書 
 
　上記で述べた通り，FLOSS は様々な分野で活用されている。FLOSS の活用方法は，以下の 2つに大きく分       
けられる。本節では，(1) と (2)を実践報告書を基に紹介する。 
 
　(1)　作業効率の向上や経費の削減を目的に，業務に FLOSS を活用するパターン 
　(2)　開発効率の向上や開発コストの削減を目的に，システム開発に FLOSS を活用するパターン 
 
(1) 業務における FLOSS の活用事例 
 
　行政府機関が経費の削減を目的に，FLOSS を採用する事例が増加している。しかし，職員による新しい 
ツールへの不満や教育コスト，既存ツールから FLOSSのツールへの移行コストなど，様々な問題も浮き彫り   
となっている。 
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● ベルギーの組織で FLOSS のサーバを採用 [106] 
● ブリュッセルの行政府機関で OpenOffice.org を導入 [107] 
● ヨーロッパの行政府機関で OpenOffice.org を導入 [108] 
● 南アフリカで FLOSS のデスクトップを採用 [109] 
● キューバの教育現場で FLOSS ベースのスマートテレビを活用 [110] 
● 大規模なソフトウェア開発で FLOSS のツールを活用 [111] 

 
(2)システム開発における FLOSS を活用事例 
 
　企業のエンジニアだけでなく，研究者が開発効率の向上や開発コストの削減を目的に FLOSSを活用する事   
例も増えている。用途は，ネットワーク分析から大規模システムの構築まで様々である。 
 

● FLOSS を用いた e-Learning システムの構築 [112] 
● FLOSS を用いたソフトウェア性能測定システムの構築 [113] 
● FLOSS を用いた無線メッシュネットワークの実装と性能分析 [114] 
● FLOSS を用いたモバイルデータオフロード分析システムの構築 [115] 
● FLOSS を用いた大規模計算機実験場監視システムの構築 [116] 
● FLOSS を用いた農業灌漑システムの自動化 [117] 
● FLOSS を用いた自動運転研究の DevOps 構築 [118] 
● FLOSS を用いたソーシャルプラットフォームの構築 [119] 
● FLOSS を用いたクラウドソーシング型プラットフォームの開発 [120] 
● FLOSS を用いた企業向け顧客関係管理の DevOps 構築 [121] 
● FLOSS を用いたエネルギー効率評価におけるデータコレクタの開発 [122] 
● FLOSS を用いたエネルギーモニタリングのダッシュボード設計と実装 [123] 
● FLOSS を用いたコーパスデータの保存・処理・リンク [124] 
● FLOSS を用いた破砕鉱石粒子の画像における境界検出解析 [125] 
● FLOSS を用いたクラウド型意思決定支援システムの開発 [126] 
● FLOSS を用いた音声処理システムの設計と開発 [127] 

 
　上記の①既存のサーベイ論文と② FLOSSの活用事例報告書を調査した結果，(1)不具合修正時間の長期化           
や (2) 持続可能性の低迷，(3) 開発コストの増加などが問題として注目されていることがわかった。 
 

3.3. 既存研究の分類 

 
　3.2 節で，① 既存のサーベイ論文と ② FLOSS の活用事例報告書を調査した結果，(1) 不具合修正時間の長           
期化や (2) 持続可能性の低迷，(3)開発コストの増加などが問題として注目されていることがわかった。そこ     
で，(1) 〜 (3)の問題を細分化し，関連する論文の抽出しと分類を行った。本節では，(1)〜 (3)の問題を細分           
化した結果と，そこに分類した論文について記述する。 
 
3.3.1. 不具合修正時間 
 
　不具合修正時間は，不具合が報告されてから修正されるまでの不具合修正プロセス (図 9) が完了する時間     
を指す。不具合修正時間は，FLOSS の品質を測定する基準として用いられることもあり，不具合修正プロセ 
スを分析する研究 [128-137] や不具合修正時間予測モデルを提案している研究 [138-140] などが活発に行われ       
ている。そのため，不具合修正時間は短くすることが推奨される。しかし，Andy Chou らの研究 [141] によ       
ると，Linux Kernelでは不具合が修正されるまでに平均で 1.8年，中央値で 1.25年もかかることがわかってお           
り，不具合修正時間の長期化が大きな問題となっている。この，FLOSS における不具合修正時間の長期化す 
る原因として以下に示す 4 つが挙げられる。 
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　①　重要な不具合報告の発見に時間がかかる 
　②　担当者の割り当てに時間がかかる 
　③　該当ファイルの特定に時間がかかる 
　④　コードレビューに時間がかかる 
 

 
 

図 9 不具合修正プロセス [136] 
 
① 重要な不具合報告の発見に時間がかかる 
 
　大規模な FLOSS には，1 日に数百もの不具合報告が届く。また，Thomas Zimmermann らの研究 [142] に             
よって開発者が必要とする不具合情報とユーザが提供する不具合情報の間に差が生じていることがわかって

いる。そのため，FLOSS の開発者が本当に必要としている不具合報告を特定するのに時間がかかる。重複し 
ている不具合報告を検知する手法 [143-145] や不具合を分類することで重要度の高い不具合報告を効率的に   
探し出す研究 [146-148] が活発に行われている。 
 
② 担当者の割り当てに時間がかかる 
 
　不特定多数の開発者が参加している FLOSSの開発では，開発者個人のプロフィールやスキルが不明瞭な場   
合が多いため，開発者に報告された不具合を割り当てのに時間がかかる。そこで，Gaeul Jeong らのマルコ   
フ連鎖をベースとしたグラフモデルを用いて適切な修正担当者を自動的に決定する手法 [149] や Gerardo       
Canfora らのソフトウェアリポジトリに格納されている変更要求のテキスト記述を用いて適切な修正担当者 
を自動的に決定する手法 [150] などが提案されている。 
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③ 該当ファイルの特定に時間がかかる 
 
　報告された不具合に該当するファイルを特定するには時間がかかる。そこで，Armin Moinらが提案してい   
るリビジョンログ解析とオープンバグリポジトリのテキスト分類を用いたバグの局所化手法 [151] や Anh       
Tuan Nguyen らが提案しているトピックベースのアプローチによる不具合報告からの該当ファイルの検索空   
間の絞り込む手法 [152]，Chakkrit Tantithamthavornらが提案しているテキスト特徴量と変更履歴のマイニン     
グを組み合わせて不具合報告に対して修正される可能性の高いソースコードファイルを推薦する手法 [153]   
など，報告された不具合に該当するファイルを自動的に特定する手法が提案されている。 
 
④ コードレビューに時間がかかる 
 
　FLOSS では，修正パッチや追加機能などのソースコードをレビューするプロセスが存在する。しかし， 
コードレビューに時間がかかる場合が多い。そこで，Shoji Fujita らの，コードレビュープロセスを分析し，   
コミッタはコードレビューや編集を何度も行う傾向にあるが，コードレビューや編集を常に最速で行ってい

るわけではないことを明らかにした研究 [154]や Jesus M. Gonzalez-Barahonaらの，バグトラッキングツール           
の Bugzilla に保存されているデータを分析し，コードレビュープロセスを定量的に評価する手法を提案して   
いる研究 [155]，Toshiki Hiraoらの，コードレビューにおいて合意形成が正常に行われなかった場合の影響を     
分析した研究 [156]，Adam Alami らの，コードレビューに関するインタビュー調査を基に分析を行い，コー     
ドレビューの成功に繋がる要因や改善案の提示を行っている研究 [157] など，コードレビュープロセスの分   
析と成功要因の特定を行う研究が活発に行われている。 
 
3.3.2. 持続可能性 
 
　FLOSS における持続可能性とは，FLOSS が長期的に開発と保守が行われていることを指し，FLOSS におけ     
る品質や成熟度 [158]，信用度 [159]と関係する重要な評価基準である。しかし，メイン開発者の脱退による     
開発の停滞やフォーク [160-165] によるコミュニティの分断など，FLOSS における持続可能性の低下が大き     
な問題となっている。この，FLOSS における持続可能性が低下する問題は以下に示す 4つの小問題に分解す     
ることができる。 
 
　①　新規参入者が少ない問題 
　②　参加者のモチベーションが低下する問題 
　③　離脱者が多い問題 
　④　女性の参加者が少ない問題 
 
① 新規参入者が少ない問題 
 
　Evangelia Berdou の GNOME と KDE プロジェクトに参加する開発者に対するインタビュー調査 [166] や Igor 
Steinmacher らの FLOSS への新規参入者が直面する課題と障壁を調査した研究 [167-168] など，FLOSS への新
規参入者が減少する原因を特定する研究が活発に行われている。これらの研究より，FLOSS への新規参入者
が向上しない主な原因として，FLOSS への参加手順がわからないという理由が挙げられている。そのため，
FLOSS への参加手順を公式ウェブサイトや GitHub のREADME.md に明記するなどの対策が考えられる。 
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② 参加者のモチベーションが低下する問題 
 
　Yunwen Ye らの FLOSS における社会構造や共進化を分析することで開発者のモチベーションを調査した研
究 [169] や Andrew Schofield らの FLOSS コミュニティに対する参加者の認識や所属理由，参加方法などを調
査した研究 [170]，Paul Allan David らの階層的クラスター分析手法を用いて FLOSS 参加者のモチベーション
を調査した研究 [171]，Felipe Fronchetti らの KSC クラスタリング分析手法やランダムフォレスト分類器を用
いて FLOSS の参加者が魅力的に感じる要因を調査した研究 [172] など，FLOSS 参加者のモチベーションに影
響を及ぼす要因を調査した研究が活発に行われている。これらの研究より，参加者の FLOSS における役割が 
FLOSS 参加者のモチベーションに影響を及ぼすことがわかっている。そのため，FLOSS の参加者に対して役
割や権限を与えることがモチベーション向上に繋がると考えられる。 
 
③ 離脱者が多い問題 
 
　Pratyush N Sharma らのロジスティック階層的線形モデリングを用いて参加者が FLOSS を脱退する要因を         
調査した研究 [173]や Ayushi Rastogiらの Google Chromiumが採用しているバグトラッキングシステムをマイ               
ニングして参加者が FLOSSを脱退する要因を調査した研究 [174]，Courtney Millerらの調査と生存モデルを組         
み合わせた混合方法を用いて参加者が FLOSSを脱退する要因を調査した研究 [175]など，参加者が FLOSSを           
脱退する理由や要因を調査研究が活発に行われている。これらの研究より，参加者の FLOSSにおける役割や   
参加している FLOSSの規模や人気度が離脱の要因であることがわかっている。また，転職や進学などによっ   
て参加者の環境が大きく変化したことも離脱の大きな原因となっている。そのため，FLOSS の参加者に対し 
て役割や権限を与えることがモチベーション向上に繋がると考えられる。 
 
④ 女性の参加者が少ない 
 
　FLOSS の開発に参加する女性の割合は，他の分野と比較しても極端に少ない。FLOSS を継続的に開発する   
には，継続的な開発者の維持が必要不可欠である。そのため，Alison Adam が行ったハッカー倫理のジェン   
ダー的側面に関する調査 [176] や Victor Kuechler らが行った女性の参加率に関する調査 [177]，Gregorio             
Roblesらが行った FLOSSにおける女性の状況に関する調査 [178]，Vandana Singhらが行った FLOSSに参加し               
ている女性に対するアンケート調査 [179]，Huilian Sophie Qiu らが行った FLOSS への継続的な参加とソー           
シャルキャピタルの関係性を調査 [180]，Nasif Imtiazらが行った GitHubにおけるジェンダーバイアスの影響         
調査 [181] など，FLOSS と女性に関する様々な調査研究が行われた。その結果，女性同士でコミュニケー     
ションが取れる環境づくりが重要であることがわかった。 
 
　KDE Communityでは，多様性対応の一環として女性専用スペースである「KDE Women」を提供している。     
Yixin Qiu らによって行われた「KDE Women」に関する調査 [182] より，女性専用スペースは有用であること         
がわかっている。しかし，Vandana Singhらが行った女性専用スペースの有無に関する調査 [183]より，ほと       
んどの FLOSSでは女性専用スペースが設けられていない。そのため，女性専用スペースの設置促進が FLOSS       
の継続的な開発に繋がると考えられる。 
 
3.3.3. 開発コスト 
 
　FLOSS を活用する大きな理由として Quality，Cost，Delivery (以降，QCD と称す) の向上が挙げられる。し         
かし, 以下の①～④に該当する 4種類の理由によって QCDが向上しない。または，FLOSSを採用したこと                   
によって開発コストが上がってしまうなどの事例が報告されている。 
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① 品質調査にコストがかかる 
② 脆弱性の管理にコストがかかる 
③ リリース管理にコストがかかる 
④ ライセンス管理にコストがかかる 
 
① 品質調査にコストがかかる 
 
　企業が FLOSS を採用する場合，事前に採用する FLOSS が自社の品質基準を満たしているかどうか事前調       
査する必要がある。そこで，Cap Geminiによって提案された FLOSSの開発プロセスを評価する方法論である         
Open Source Maturity Model (OSMM) from Cap Gemini [184]や Navicaによって提案された FLOSSの開発プロセ                         
スを評価する方法論であるOpen Source Maturity Model (OSMM) from Navica [185]，Raphaël Semeteysによって                 
提案された Define・Assess・Qualify・Select の 4 ステップを反復して FLOSS を評価する方法論である             
Qualification and Selection of Open Source software (QSOS) [186]，カーネギーメロン大学が提唱している企業               
向けの FLOSSを評価する方法論である Open Business Readiness Rating (OpenBRR) [187]，Etiel Petrinjaによっ                   
て提案された Capability Maturity Model (CMM) を FLOSS 向けに拡張した評価モデルである QualiPSo                 
OpenSource Maturity Model (OMM) [188] など，FLOSS 向けの品質評価フレームワークが数多く提案されてい           
る。 
 
② 脆弱性の管理にコストがかかる 
 
　FLOSSを活用したシステムの開発では，複数の FLOSSを活用することも珍しくない。活用している FLOSS         
の 1 つに脆弱性が発生した場合，脆弱性の詳細調査やシステムに対する影響調査など，脆弱性を管理するた   
めにコストがかかる。そこで，Amiangshu Bosuらの Android Open Source Projectの開発記録を分析し，脆弱             
性が混入するきっかけとなったソースコードの変更間隔を特定した研究 [189] や Zakir Durumeric らの           
Heartbleed がインターネットに及ぼした影響や修正パッチの適応率，Heartbleed を悪用したサイバー攻撃な   
どを調査，分析した研究 [24]，Samim Mirhosseiniらの GitHubにおけるプルリクエスト通知が依存関係にあ         
る FLOSSのアップデートに繋がるかを調査，分析した研究 [190]，Raula Gaikovina Kulaらの GitHubにおける               
依存関係のバージョンについて調査し，多くの FLOSSが古いバージョンで放置されており，脆弱性の認識を   
していないことを分析した研究 [191]，Alexandre Decanらの Node Package Manager (以降，npmと称す)にお                   
ける脆弱性の修正プロセスや他の FLOSSへの影響を調査，分析した研究 [192]，Brandon Carlsonらの GitHub             
で公開している FLOSSが脆弱性のある依存関係を含むプロジェクトの数と脆弱性の報告プロセスの有無を調   
査，分析した研究 [193]，Andreas Bauerらの依存関係を文章化する際の課題を調査した研究 [194]など，脆弱         
性と依存関係に関する研究が活発に行われている。 
 
③ リリース管理にコストがかかる 
 
　FLOSS のリリース管理として，機能ベースや時間ベースのリリース戦略などが挙げられる。これらのリ 
リース管理は，それぞれ長所と短所が存在しており，適切なリリース管理を選択，実行することが求められ

る。そこで，Martin Michlmayr らの FLOSS におけるリリース管理プロセスを分析し，FLOSS参加者の調整が         
課題であることを特定した研究 [195] や Petri Sirkkala らの FLOSS に関連するステークホルダを考慮したリ             
リース管理プロセスのフレームワークを提案している研究 [196]，Bruno Rossi らのリリースとダウンロード     
の傾向を分析した研究 [197]，Masayuki Hattaの開発プロセスにおけるヘッド指向とリリース指向を比較分析     
した研究 [198]，Germán Poo-Caamaño らの GNOME プロジェクトを分析し，リリース管理とコミュニケー         
ションの関係性について明らかにした研究 [199-200]，Akinori Iharaらの Apache Software Foundationで開発さ             
れている FLOSS を調査し，リリースサイクルと採用されているバージョンの関係性を分析した研究 [201]，     
Jose Teixeira の機能ベースのリリース戦略と時間ベースのリリース戦略を比較分析した研究 [202]，José       
Apolinário TeixeiraらのOpenStackにおける機能ベースのリリース戦略から時間ベースのリリース戦略への移     
行した経緯や影響を分析した研究 [203] など，リリース管理に関する研究は活発に行われている。 
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④ ライセンス管理にコストがかかる 
 
　近年，FLOSS ライセンス違反が大きな問題となっている。原因として，FLOSS ライセンスの管理漏れが挙   
げられる。そこで，Timo Tuunanen らが提案しているソースファイルの依存関係とソースファイル内のライ   
センスを識別する手法 [204]やDaniel M. Germanらが提案している文章マッチングベースの FLOSSライセンス             
自動識別手法 [205]，Yunosuke Higashiらが提案している FLOSSライセンスルールの自動生成に向けた FLOSS             
ライセンス文の階層的クラスタリング手法 [206] など，FLOSS ライセンスの管理を支援する研究が活発に行     
われている。また，Black Duck Protex や FOSSA などのライセンス管理ツールが登場している。 
 

3.4. 既存研究の分析 
 
　3.4 節の過程で，① 〜 ③ が存在することが明らかとなってきた。 
 
　①　FLOSS が抱える問題の多くに「品質」が関係している 
　②　ソースコードベースの品質と組織構造ベースの品質が存在する 
　③　ミクロな視点とマクロな視点で異なる問題が存在する 
 
① FLOSS が抱える問題の多くに「品質」が関係している 
 
　上記で記述した不具合修正時間や参加者の活動量などは，FLOSS の品質と関係する要因として数多くの研 
究が行われている。また，3.1節で収集した既存研究の内，110件の既存研究 (タイトルとアブストラクト)に       
「Quality」という単語が含まれるなど，FLOSS の研究において「品質」は重要なトピックであると推測でき 
る。 
 
② ソースコードベースの品質と組織構造ベースの品質が存在する 
 
　サイクロマティック複雑度やコードクローン率など，ソースコードベースのソフトウェアメトリクスは，

プロプライエタリソフトウェアと変わらず使用できる。しかし，不具合修正時間や参加者の活動量などの組

織構造ベースの品質は，FLOSS 特有の品質になる。そのため，プロプライエタリソフトウェアの開発を前提 
としている ISO/IEC 9126 [207]や ISO/IEC 25000 (SQuaRE) [208]などのソフトウェア品質における国際規格を，                 
そのまま流用することが難しい。 
 
③ ミクロな視点とマクロな視点で異なる問題が存在する 
 
　FLOSSにおけるミクロな視点とは，ソースコード単体や FLOSS参加者単体に焦点を合わせた場合を指す。     
この場合，コードクローン率や FLOSS参加者の活動量などの問題が浮かび上がる。FLOSSにおけるマクロな     
視点とは，FLOSSのコミュニティや FLOSSのステークホルダなどを 1つのノードとし，FLOSSをエコシステ           
ムとして捉えた場合を指す。この場合，FLOSS コミュニティ単位の品質やステークホルダの影響などが問題 
として浮かび上がる。 
 
　①〜③を視覚的に分析するため，②と③を，それぞれ縦軸と横軸にした 2軸のマトリクスを作成する。               
作成した 2軸のマトリクスに既存研究を描画した結果を以下に示す (図 10)。描画したノードには，研究の概         
要と，その研究に該当すると判断した論文数を記述している。 
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図 10 FLOSS の既存研究分析結果 
 

4. 組織構造分析手法の既存研究調査 
 
　FLOSS は，プロプライエタリソフトウェアとは異なりボランティアが中心となった命令系統が存在しない 
コミュニティが開発している。それにもかかわらず，プロプライエタリソフトウェアと同等，もしくは同等

以上の品質を維持している。品質を維持できる要因を FLOSSコミュニティの組織構造を分析することで特定   
しようとする研究は活発に行われている。そこで，FLOSS に関する既存研究で用いられている組織構造分析 
手法の他，社会学などの情報科学分野以外で用いられている組織構造分析手法を調査した。本章では，調査

した 4 つの組織構造分析手法 (クラスター分析，ソーシャルネットワーク分析，Agent-Based Model，       
STAMP/STPA) の概要と既存研究について記述する。 
 

4.1. クラスター分析 
 
　クラスター分析は，データをグループに分類するデータ分析手法の一種である。クラスター分析には，大

きく分けて「階層的クラスタリング」と「非階層的クラスタリング」が存在する。それぞれについて詳しく

記述する。 
 
　まず初めに，階層的クラスタリングについて述べる。階層的クラスタリングは，データの分析結果として

デンドログラム (図 11)を出力する。デンドログラムによって，データが分類されるまでの過程を視覚的に確     
認することができる。その一方，計算量が後述する非階層的クラスタリングに比べると大きくなるため，大

規模なデータ分析では向かない。階層的クラスタリングの代表的な手法として Ward 法や群平均法，最短距   
離法などが挙げられる。 
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図 11 デンドログラム [209] 
 
　次に，非階層的クラスタリングについて述べる。非階層的クラスタリングは，似た性質を持つデータを自

動的にグルーピング (図 12)する。階層的クラスタリングと異なり，分類されるまでの過程は確認することが     
できない。しかし，階層的クラスタリングに比べると計算量が少ないため，大量のデータを分析する際に用

いる。非階層的クラスタリングの代表的な手法として k-means が挙げられる。 
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図 12 グルーピング [210] 
 
　尾上らは，階層的クラスタリングの 1 種である Ward 法を用いて FLOSS の開発者を分類する研究 [211]を               
行っている。開発記録としてソースコードホスティングサービスである GitHub に保存されている開発記録   
を用いている。GitHub 上に保存されている開発記録は GitHub API を用いることによって，PullRequest や           
CommitComment，IssueComment などのイベントタイプが付与されたデータとして取得することができる。 
イベントタイプは 15種類に分類されているが，尾上らの研究では開発に関係があると考えられる 10種類の       
イベントタイプに該当する開発記録のみを取得し，分析している。取得した開発記録を Ward 法を用いてク   
ラスタリングし，期間や行動回数などから 5 つの開発者グループに分類している (図 13) 。 
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図 13 開発者の分類結果 [211] 
 

4.2. ソーシャルネットワーク分析 
 
　ソーシャルネットワーク分析は，ネットワークとグラフ理論を使用してソーシャルネットワークを調査す

るプロセスである [212] 。ソーシャルネットワークをグラフ (図 14) として視覚的に確認することができ，         
ソーシャルネットワークの中心人物や，ソーシャルネットワークにおける影響範囲などを分析することがで

きる。 
 

 
 

図 14 分類前のソーシャルネットワークグラフ [213] 
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　構造的特徴量や指数としてノード数やエッジ数，中心性指数などが用いられる。特に，中心性指数は分析

対象となるソーシャルネットワーク内におけるノードの重要性や影響力を測定する指標として様々な定義が

存在する。代表的なものとして以下が挙げられる。 
 

● 次数中心性: 各ノードに接続しているエッジの数 
● 接近中心性: 特定のノードからネットワークへの距離 
● 媒介中心性: 経路上に存在するノードの出現数 
● PageRank: 重要なノードとノードへの経路数からノードの重要性を判断 
● HITS: ハブ値と権威値からノードの重要性を判断 

 
　ソーシャルネットワーク分析は，社会科学だけでなく，経済学や物理学，情報科学など，様々な分野で幅

広く応用されている [214-220] 。Ilse Struwegは，南アフリカの議会で国民健康保険法案が発表された直後の       
社会状況をソーシャルネットワーク分析している [213] 。分析データとしてソーシャルネットワーキング   
サービスの 1 つである Twitter 上に保存されているデータを活用している。このデータをソーシャルネット       
ワーク分析ツールである NodeXL Pro を用いて分析している。その結果，南アフリカ政府，インフルエン     
サーユーザ，ゲートキーパーの存在を明らかにしている (図 15)。 
 

 
 

図 15 分類後のソーシャルネットワークグラフ [213] 
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　また，ソーシャルネットワーク分析を用いて FLOSS を分析した研究 [SNA-5] も行われている 。Juan           
Martinez-Romo らは，企業が関与している FLOSS プロジェクトに対してソーシャルネットワーク分析するこ     
とで，開発プロセスの効率性やリリース管理，リーダーシップの交代などの側面から FLOSSプロジェクトを   
分析している。分析対象のデータは，Concurrent Versions Systemや Subversionなどのバージョン管理システ         
ムに保存されている開発記録をデータマイニングツールである CVSAnalY を用いて取得している。GNOME プ     
ロジェクトの公式個人情報管理ツールである Evolution と .NET Framework 互換プラットフォームである           
Monoを対象に (1) Distance centrality，(2) Betweenness centrality，(3) Coordination degreeの指標を分析してい                 
る。分析の結果，プロジェクト内で重要な役割を担っている開発者の特定やボランティア開発者とフルタイ

ムエンジニアの比率，離職率の低さなどがわかっている (図 16) 。 
 

 
 

図 16 ソーシャルネットワーク分析を用いた FLOSS プロジェクトの分析結果 [SNA-5] 
 

4.3. Agent-Based Model 
 
　Agent-based model (以降，ABM と称す) は，組織やコミュニティの個人または集団を模した自律的なエー       
ジェントの行動や相互作用をシミュレーションし，システム全体への影響を評価するための計算モデルの 1   
種である [221-225] 。Nigel Gilbert は，ABM を以下の側面から説明している [226] 。 
 
　①　計算法 
　②　実験 
　③　モデル 
　④　エージェント 
　⑤　環境 
   

- 29 - 



 

① 計算法 
 
　ABMは，計算社会科学の一形態である。つまり，コンピュータ・プログラムであるモデルを構築すること 
を含む。モデリングの概念は，多くの社会科学でよく知られているように，社会的現実のある種の簡略化さ

れた表現を作成し，現実がどのように機能していると考えているかを可能な限り明確に表現することを目的

とする。 
 
② 実験 
 
　実験は，隔離されたシステムに何らかの作用を施し，何が起こるかをシミュレーションすることで構成さ

れています。作用されたシステムは，作用を受けない別ののシステムと比較されることで評価される。 
 
③ モデル 
 
　モデルは，ある実在する現象を表現したり，シミュレートしたりすることを目的としたものであり，これ

をモデルの対象と呼ぶ。スケールモデルや理想型モデル，類似モデルなど，様々なモデルが存在する。 
 
④ エージェント 
 
　エージェントは，独立したコンピュータ・プログラムである。より一般的には，社会的アクター (個人， 
企業などの組織，国家などの組織) を表現するために使用されるプログラムの一部である。これらのプログ 
ラムは，それらが置かれている計算環境に反応するようにプログラムされている。この環境は，社会的行為

者が活動している実際の環境のモデルとなっている。 
 
⑤ 環境 
 
　環境 は，エージェントが行動する仮想世界のことである。環境 は，エージェントに対して影響を及ぼさ   
ない。または，完全に中立的な媒体である。他のモデルでは，環境はエージェント自身と同じように入念に

作られている場合も存在する。 
 

4.4. STAMP/STPA 
 
　System Theoretic Accident Modeland Processes / System Theoretic Process Analysis (以降，STAMP/STPAと称                     
す)は，マサチューセッツ工科大学の Nancy Leveson教授が提唱する安全分析モデルと，そのモデルを用いた       
安全分析手法の総称である [227-228]。Fault Tree Analysisや Failure Modes and Effects Analysisなど，従来から                     
用いられている安全性解析手法は，単体のコンポーネントから構成されるシステムの解析を前提としてい

る。しかし，近年のシステムは複数のコンポーネントから構成されることが多いため，Fault Tree Analysisや       
Failure Modes and Effects Analysis などの従来手法では不十分である。STAMP/STPA では，4 つのプロセスに             
従ってハザードを抽出し，その要因までを特定する [SS-18-19] (図 17)。 
 

1) アクシデント，ハザード，安全制約の識別 
2) コントロールストラクチャの構築 
3) 非安全なコントロールアクションの抽出 
4) ハザード要因の特定 
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図 17 STAMP/STPA の分析手順 [229] 
 
　Stuart Williams は，クルーズ・フェリー運航会社における組織的リスクを STAMP/STPA を用いて分析する       
ことによって，潜在的なハザードを特定する研究 [SS-11] を行っている。まず初めに，ガイドラインに従っ   
てアクシデント，ハザード，安全制約の識別している。次に，コントロールストラクチャ (図 18)を構築して     
いる。最後に，非安全なコントロールアクションを抽出している。分析の結果，コミュニケーションパスの

ギャップ，リスクのトラッキングの欠如，リスクプロセスへの上級管理職の関与の限定などのハザードが抽

出されている。 
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図 18 クルーズ・フェリー運航会社のコントロールストラクチャ [SS-11] 
 
　近年，システムや組織の潜在的リスクを STAMP/STPAを用いて特定する研究 [231-241]が活発に行われてい       
る。また，マサチューセッツ工科大学の Nancy Leveson教授のもとで STAMP Workshop [242]が開催されてい             
る。日本では，独立行政法人情報処理推進機構が STAMP ワークショップ [243-245] を開催したり，       
STAMP/STPA に関する書籍 [229-230] を発行している。このように国内外で STAMP/STPA は注目されている。 
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5. FLOSS プロジェクトの分析 
 
　プロプライエタリソフトウェアプロジェクトでは，参加している開発者は企業に雇用されているフルタイ

ムエンジニアであり，トップダウン型の厳格な命令系統が構築されている。その一方，FLOSS プロジェクト 
に参加している開発者は基本的にボランティアであり，厳格な組織開発は存在しない。このように，プロプ

ライエタリソフトウェアプロジェクトと FLOSSプロジェクトでは，参加者や開発体系，コミュニケーション   
方法などに大きな違いが存在する。 
 
プロプライエタリソフトウェアプロジェクト 
 

● 参加者は雇用元の指示により参加する 
● ソフトウェアを開発する企業内メンバやパートナー会社に参加者は限られる 
● 仕事としてプロジェクトに参加する 
● 活動時間や活動量はプロジェクトマネージャによって決定される 
● 意思決定はトップダウンで行われる 
● プロジェクトマネージャ，リーダ，メンバなど階層化された組織構造が存在する 

 
FLOSS プロジェクト 
 

● 誰でも自由に参加と脱退ができる 
● 企業，個人など参加形態を問わない 
● プロジェクトに参加することによる対価は基本的にない 
● 活動時間や，その量は参加する人の意思による 
● 意思決定は基本的な民主主義による合意の上行われる 
● コミッタやコントリビュータなどの役割が定義されている 

 
　ソフトウェア開発における組織開発論や開発プロセス論などは，古くから活発に研究が行われている。し

かし，上記で述べた通りプロプライエタリソフトウェアプロジェクトと FLOSSプロジェクトでは参加者や開   
発体系，コミュニケーション方法などに大きな違いが存在する。そのため，既存のソフトウェア開発におけ

る組織開発論や開発プロセス論が当てはまらない部分が多々存在する。しかし，FLOSS プロジェクトでは   
Linux Kernel を代表する高品質なソフトウェアを継続的に開発しており，FLOSS プロジェクトからソフト     
ウェア工学的知見を得ようとする研究が増加している。 
 
　本章では，FLOSS プロジェクトで行われているソフトウェア開発プロセスやコミュニティ内で形成されて 
いる構造を理解することを目的とし，既存研究を参考に予備実験を行った過程と，その結果を示す。続く 
5.1 節では，本予備実験で必要となる実験環境の構築手順について記述する。5.2 節では，FLOSSプロジェク     
トの参加者が行っている開発過程を分析することで，振る舞いの側面から FLOSSプロジェクトを理解しよう   
とした手順と，その結果について記述する。5.3 節では，FLOSS プロジェクト内で行われているコミュニ   
ケーション履歴を分析することで，参加者同士における相互作用の観点から FLOSSプロジェクトを理解しよ   
うとした手順と，その結果について記述する。 
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5.1. 予備実験環境の構築手順 
 
　本予備実験は，Ubuntu 20.04.1 LTS (図 19)の環境下で行っており，Guido van Rossumによって設計された               
インタープリタ型の高水準汎用プログラミング言語である Python 3と Ryan Dahlによって設計された V825を               
用いた JavaScript の実行プラットフォームである Node.js を活用している。 
 

 
 

図 19 Ubuntu の環境情報 
 
　Python 3 は，Ubuntu 20.04.1 LTS で標準的にインストールされているため環境構築を行う必要はない。し         
かし，Node.js は Ubuntu 20.04.1 LTSに標準的にインストールされていないため，まず初めに Node.jsのイン             
ストール手順について記述する。Ubuntu に Node.js のインストール手順は複数存在する。本報告書では，     
Node.js のバージョン管理システムである n を用いたインストール手順を記述する (図 20) 。 
 
　①　Ubuntu に標準インストールされているパッケージ管理 システムである Advanced 
　　　Packaging Tool を用いて Node.js とパッケージ管理システムである npm をインストールする 
　②　① でインストールした npm を用いて n をインストールする 
　③　② でインストールした n を用いて Node.js をインストールする 
　④　① でインストールした Node.js，npm と ② 〜 ③でインストールした Node.js，npm が競合す 
　　　るリスクを無くすため ① でインストールした Node.js，npm をアンインストールする 
　⑤　シェルシステムに再ログインし，① 〜 ④ の設定を反映させる 
　⑥　Node.js のバージョン確認オプションを実行し，Node.js のバージョンが表示されれば成功である 
   

25 Google が開発するFLOSS の JIT Virtual Machine 型 JavaScript エンジン 
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図 20 Node.js のインストール手順 

 
　次に，Python 3 で使用するライブラリのインストール手順について記述する。Node.js 同様に Python 3の           
ライブラリをインストール方法が複数存在する。本報告書では，Python 3 のパッケージ管理システムである     
pip3 を用いたインストール手順について記述する (図 21) 。 
 

 
図 21 Python 3 ライブラリ のインストール手順 

 
　また，以降の 5.2 節と 5.3 節で行った予備実験は，以下の環境下で行ったものである。 
 

● Node.js Ver.12.18.3 
● Python Ver.3.6.9 
● Ubuntu 20.04.1 LTS 

 

5.2. FLOSS 参加者の行動分析 
 
　FLOSS プロジェクトでは，プロジェクトマネージャ，リーダ，メンバなど階層化された組織構造が存在し 
ない。その代わり，FLOSS 参加者の貢献方法やシステム権限の違いによってコミッタやコントリビュータな 
どに分類されることが多い。しかし，FLOSS 参加者は 1人が 1つの作業を行うのではなく，FLOSS参加者自           
身が実行可能であると判断した行動のみを実行する。そのため，1 人がソースコードに適用するパッチ作成 
からドキュメントの整備まで様々な行動を実行する場合もあれば，不具合報告のみを行う参加者など多種多

様であり，プロプライエタリソフトウェアプロジェクトにおける役割のように明確に分類することが困難で

ある。そこで，FLOSS の開発記録に保存されている参加者の行動を分析し，FLOSS に参加している開発者の   
特徴を分類し，FLOSS プロジェクトにおける組織構造を理解する。 
 
　FLOSS の開発記録として，ソースコードホスティングサービスである GitHub に保存されている開発記録     
を利用する。GitHubに保存されている開発記録は，GitHub API [X]を用いることで誰でも取得することが可能       
である。プロトコル操作ツールである curlと GitHub APIを用いて取得した開発記録を以下に示す (図 22)。開               
発記録は JSON 形式で受信することができる。 
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$ sudo apt install -y nodejs npm ・・・ ① 
$ sudo npm install n -g ・・・ ② 
$ sudo n stable ・・・ ③ 
$ sudo apt purge -y nodejs npm ・・・ ④ 
$ exec $SHELL -l ・・・ ⑤ 
$ node -v ・・・ ⑥ 
v12.18.3 

$ sudo apt install python3-pip 
$ pip3 install PyGithub 
$ pip3 install scikit-learn 
$ pip3 install pandas 
$ pip3 install networkx 



 

 
 

図 22 GitHub の開発記録 (JSON) 
 
　GitHub API にも様々な種類が存在する。本予備実験では，GitHub API Events を用いて取得した開発記録を         
活用する。GitHub API Eventsでは，15種類のイベントタイプ (表 1)が記録されており，FLOSS参加者が実行               
したアクションを詳細に分析することができる。例えば，開発者 A がプルリクエストを送信した場合，(10)     
PullRequestEvent が開発記録として保存される。また，開発者 A が送信したプルリクエストに対して，開発     
者 B がコメントを残した場合，(11) PullRequestReviewCommentEvent が開発記録として保存される。 
 

表 1 GitHub API Events のイベントタイプと概要 
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  Event Types  Description 

1  CommitCommentEvent  コミットコメントが作成 

2  CreateEvent  Git ブランチまたはタグが作成 

3  DeleteEvent  Git ブランチまたはタグが削除 

4  ForkEvent  ユーザーがリポジトリをフォーク 

5  GollumEvent  Wiki ページが作成または更新 

6  IssueCommentEvent  Issue のコメントに関連するアクティビティ 

7  IssuesEvent  Issue に関連するアクティビティ 

8  MemberEvent  リポジトリの協力者に関連する活動 



 

表 1 GitHub API Events のイベントタイプと概要 (続き) 
 

 
　GitHub APIを使用する場合は，GitHubのアカウントを作成し，アクセストークンを発行する必要がある。     
本報告書では，GitHub アカウントの作成手順は割愛し，アクセストークンの発行手順のみを記述する。 
GitHubにログイン後，「Settings」→「Developer settings」→「Personal access tokens」に移動し，「Generate         
new token」をクリックする (図 23) 。 
 

 
 

図 23 アクセストークンの生成画面 (1) 
 
　「Note」項目に任意の文字列を入力し，「Generate token」をクリックする (図 24) 。 
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9  PublicEvent  非公開リポジトリが公開 

10  PullRequestEvent  プルリクエストに関連するアクティビティ 

11  PullRequestReviewCommentEvent  プルリクエストレのビューコメントに関連するアクティビティ 

12  PushEvent  コミットがリポジトリのブランチまたはタグにプッシュ 

13  ReleaseEvent  リリースに関連するアクティビティ 

14  SponsorshipEvent  スポンサーシップリストに関連するアクティビティ 

15  WatchEvent  誰かがリポジトリにスターを付けたアクティビティ 



 

 
 

図 24 アクセストークンの生成画面 (2) 
 
　正常に実行された場合，画面上にアクセストークンが表示されるので記録しておく (図 25) 。 
 

 
 

図 25 アクセストークンの生成画面 (3) 
 
　Python ファイル (付録 1)を任意の場所とファイル名 (本報告書では，get_dev_log.pyとする)で保存する。             
[ACCESS_TOKEN] は，上記で発行したアクセストークンに置換する。[PROJECT_ID] は，分析対象のプロジェ   
クト識別子 (本報告書では，python/cpython とする)に置換する。①保存した Pythonファイルを実行し，②             
生成された JSON ファイルを確認する。JSON ファイルに GitHubのユーザ名とイベントタイプが出力されて         
いれば正常に実行されている (図 26) 。 
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図 26 開発記録の取得手順 

 
　JavaScript ファイル (付録 2)とパッケージファイル (付録 3)を，上記の Pythonファイルと同じディレクト                 
リ内に保存する。JavaScript ファイルは，任意のファイル名 (本報告書では，app.js とする) で保存して問題       
ないが，パッケージファイルは package.jsonというファイル名で保存する。①依存関係のあるパッケージを     
インストールした後，② JavaScript ファイルの実行結果を CSV ファイルとして出力する (図 27) 。 
 

 
図 27 開発記録の加工手順 
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$ tree 
. 
└── get_dev_log.py 
$ python3 get_dev_log.py ・・・ ① 
$ tree 
. 
├── dev_log.json 
└── get_dev_log.py 
$ cat dev_log.json ・・・ ② 
[{"user_name": "Dima Scherbakov", "event_type": "WatchEvent"}, {"user_name": "Pablo Galindo", 
"event_type": "PullRequestReviewEvent"}, {"user_name": "Pablo Galindo", "event_type": 
"PullRequestReviewCommentEvent"}, {"user_name": "Pablo Galindo", "event_type":  

(省略) 
 "PullRequestEvent"}, {"user_name": "Raymond Hettinger", "event_type": "PushEvent"}, {"user_name": "Miss 
Skeleton (bot)", "event_type": "IssueCommentEvent"}, {"user_name": "Raymond Hettinger", "event_type": 
"PullRequestEvent"}, {"user_name": "Brett Cannon", "event_type": "IssueCommentEvent"}] 

$ tree 
. 
├── app.js 
├── dev_log.json 
├── get_dev_log.py 
└── package.json 
$ npm i ・・・ ① 
$ node app.js > dev_log.csv ・・・ ② 
$ tree -L 1 
. 
├── app.js 
├── dev_log.csv 
├── dev_log.json 
├── get_dev_log.py 
├── node_modules 
├── package-lock.json 
└── package.json 



 

　Python ファイル (付録 4)を上記のファイルと同じディレクトリ内に保存する。①保存した Pythonファイ             
ルを実行する。Pythonファイル (付録 4)では，dev_log.csvに保存されているデータを主成分分析と k-means             
を用いたクラスタリングの順で実行し，グラフとして出力する。主成分分析は，15次元の開発記録を視覚可 
能な状態にするために，データの次元削減手法として用いた。また，k-means は非階層的クラスタリングの 
1 種であり，特徴が似ている開発者をグループに分類するクラスタリング手法として用いた (図 28) 。 
 

 
図 28 開発記録の主成分分析と k-means 実行手順 

 
　上記の分析手順を，Python，OpenSSL，Flutter の FLOSS プロジェクトに対して実行し，グラフとして出力
した結果 (図 29) を以下に示す。Python プロジェクトと Flutter プロジェクトでは，少数の開発者が同じ作業
を行っている傾向がみられる。つまり，現在，活動量が多い開発者がプロジェクトを脱退することで，開発

活動が止まるリスクを抱えている。その一方，OpenSSL プロジェクトでは，満遍なく活動量と作業の種類が
分散しており，開発活動が止まるリスクも分散しているといえる。 
 

 
 

図 29 FLOSS 参加者の行動分析結果   
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$ tree -L 1 
. 
├── app.js 
├── clustering.py 
├── dev_log.csv 
├── dev_log.json 
├── get_dev_log.py 
├── node_modules 
├── package-lock.json 
└── package.json 
$ python3 clustering.py ・・・ ① 



 

5.3. FLOSS 参加者のコミュニケーション分析 
 
　プロプライエタリソフトウェアプロジェクト内では，基本的にコミュニケーションは対面で行われる場合

が多い。しかし，FLOSS プロジェクトでは，世界各国に分散した開発者同士が参加しているため，対面での 
コミュニケーションは基本的に行われない。そこで，従来より FLOSS プロジェクトにおけるコミュニケー   
ションツールとしてメーリングリストが使用されてきた。しかし，近年では Slack などの新しいコミュニ   
ケーションツールが登場したことによって，FLOSS プロジェクト内でのコミュニケーション手段も変化しつ 
つある。 
 
　1990 年代ごろの FLOSS プロジェクトではメーリングリストが代表的なコミュニケーションツールであっ     
た。これらのコミュニケーション履歴はアーカイブとしてインターネット上に保存されている場合があり，

これらのコミュニケーション履歴からソフトウェア工学的知見や社会学的観点からコミュニケーションを理

解する研究の発展に貢献している。 
　2000年代になると Internet Relay Chat (以降，IRCと称す)プロトコルを利用したソフトウェアが登場したこ             
とによって，メールからチャットへコミュニケーション手段が徐々に変化していった。IRC は，リアルタイ 
ムなコミュニケーションが可能なため，FLOSS プロジェクト内のコミュニケーションツールも完全にメール 
からチャットに置き換わると思われていた。しかし，上記でも述べた通り FLOSSの参加者は世界各国に分散   
しており，時差の影響を大きく受ける。そのため，非同期システムであるメールが FLOSSプロジェクト内の   
コミュニケーションツールとして長らくデファクトスタンダードとなっていた。 
 
　近年では，GitHub や GitLab などのソースコードホスティングサービスとソーシャルネットワーキング     
サービスが融合した新しいサービスが提供されている。多くの FLOSSプロジェクトも，これらのサービスに   
移行しており，ソーシャルコーディングという新しい概念が生まれている。これまでメーリングリストなど

で行われてきたコミュニケーションがソーシャルコーディングをサポートする新しいサービス上で行われる

ようになっている。 
 
　メーリングリストからソーシャルコーディングサービスにコミュニケーションツールが移行したことに

よって，FLOSS プロジェクト内のコミュニケーション手段や影響も大きく変化している。そこで，本節では 
代表的なソーシャルコーディングサービスである GitHub 上で行われているコミュニケーションを分析する   
ことによって，FLOSS プロジェクトの社会的側面を理解する。 
 
　GitHub では，FLOSS 参加者同士がコミュニケーションを行える機能を提供している (図 30) 。不具合の報         
告や追加機能の要望，修正パッチの送信など様々なアクションが行える。その過程で，その参加者が，どの

参加者とコミュニケーションを行っているかを調べられる。 
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図 30 GitHub でのコミュニケーション 
 
　Pythonファイル (付録 5)を任意のディレクトリに任意のファイル名 (本報告書では，cga.pyとする)で保存             
する。Pythonファイル (付録 5)の GitHub IDを分析したい FLOSSプロジェクトによって変更する。①正常に                   
実行されることによって FLOSS参加者同士のコミュニケーションがネットワークグラフとして可視化されて   
出力される (図 31) 。 
 

 
図 31 ネットワークグラフ出力手順 

 
　上記の分析手順を，Python，OpenSSL，Flutter の FLOSS プロジェクトに対して実行し，グラフとして出力
した結果 (図 32) を以下に示す。ノードは開発者 1 人を，エッジは 1 回以上のコミュニケーションを表してい
る。各 FLOSS プロジェクトで，コミュニケーションの中心人物となる参加者が確認できる。また，相互的な
コミュニケーションより一方的なコミュニケーションが多いことも確認できる。 
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$ tree 
. 
├── communication_log.csv 
└── sna.py 
$ python3 sna.py ・・・ ① 



 

 
 

図 32 FLOSS 参加者のコミュニケーション分析結果 
 

6. 考察 
 
　「3.1.既存研究の収集」，「3.2.問題の抽出」，「3.3.既存研究の分類」より，FLOSSは多くの問題を抱え       
ていることがわかった。特に，「3.3. 既存研究の分類」より，① FLOSSが抱える問題の多くは「品質」に関     
連していること，② FLOSSの「品質」にはソースコードベースの品質と組織構造ベースの品質が存在するこ   
と，③ ミクロな視点とマクロな視点で異なる問題が存在することがわかった。「3.3. 既存研究の分類」で得   
られた①〜③を基に 2軸のマトリクスを作成し，FLOSSに関する既存研究を分析した。分析の結果，サイ             
クロマティック複雑度やコードクローン率などのソースコードベースの品質ではなく，不具合修正時間や参

加者の活動量などの組織構造ベースの品質に関する研究が活発に行われていることがわかった。また，ソー

スコードや参加者に焦点を合わせたミクロな研究は活発に行われているが，FLOSS のコミュニティや FLOSS     
のステークホルダなどを 1 つのノードとし，FLOSSをエコシステムとして捉えたマクロな研究は十分に行わ     
れていないこともわかった。 
 
　ソースコードベースの品質ではなく組織構造ベースの研究が活発に行われている理由として，ソースコー

ドベースの品質は ISO/IEC 9126や ISO/IEC 25000 (SQuaRE)などのソフトウェア品質における国際規格を流用可             
能であるため研究の新規性が低い。その一方，組織開発ベースの品質はプロプライエタリソフトウェアを前

提としている既存の組織構造モデルや既存のソフトウェア開発プロセスモデルなどで説明できないため研究

の新規性が高いなどの理由が考えられる。 
 
プロプライエタリソフトウェアプロジェクト (再掲) 
 

● 参加者は雇用元の指示により参加する 
● ソフトウェアを開発する企業内メンバやパートナー会社に参加者は限られる 
● 仕事としてプロジェクトに参加する 
● 活動時間や活動量はプロジェクトマネージャによって決定される 
● 意思決定はトップダウンで行われる 
● プロジェクトマネージャ，リーダ，メンバなど階層化された組織構造が存在する 
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FLOSS プロジェクト (再掲) 
 

● 誰でも自由に参加と脱退ができる 
● 企業，個人など参加形態を問わない 
● プロジェクトに参加することによる対価は基本的にない 
● 活動時間や，その量は参加する人の意思による 
● 意思決定は基本的な民主主義による合意の上行われる 
● コミッタやコントリビュータなどの役割が定義されている 

 
　企業や非営利団体，フルタイムエンジニアなど，FLOSS を取り巻く新しいステークホルダの登場。また， 
GitHubや GitLabをベースとしたソーシャルコーディングの登場によって，FLOSSのエコシステムが形成され       
つつある。そのため，今後はソースコードや参加者に焦点を合わせたミクロな研究より組織に焦点を合わせ

たマクロな研究が活発に行われるようになると考えられる。 
 
　ここまでの分析より，マクロな視点かつ組織開発ベースの品質分析が FLOSSのエコシステム実現に大きく   
貢献ができる。なおかつ，研究としても新規性が高い分野であると推測できる。今後は，ソーシャルネット

ワーク分析などの社会学的アプローチで FLOSSのステークホルダを分析し，ステークホルダの特性や影響力   
などを特定していく。 
 

7. まとめ 
 
　ここまで，本研究の背景と目的，FLOSS の概要，FLOSS に関する既存研究調査，分野を横断した組織構造   
分析手法の既存研究調査，FLOSSプロジェクトの理解を目的とした FLOSS参加者の行動とコミュニケーショ     
ン分析，FLOSS が抱える問題の考察について記述してきた。FLOSS の既存研究調査を通し，企業や非営利団   
体，フルタイムエンジニアの出現によるステークホルダの変化， GitHub や GitLab などをベースとしたソー       
シャルコーディングの登場による開発プロセスの変化やコミュニケーション手段の変化，これらの変化に伴

い，FLOSS が抱える問題や開発プロセスも変化していることを把握できた。また，組織構造分析手法の既存 
研究調査を通し，組織構造分析手法 (クラスター分析，ソーシャルネットワーク分析，ABM，STAMP/STPA)   
の概要と分析によって得られる結果，様々な分野における適用事例を把握することができた。更に，FLOSS 
参加者の行動履歴を対象したクラスター分析とコミュニケーション履歴を対象としたコミュニケーション分

析を通し，FLOSS プロジェクト内で行っている開発プロセスやコミュニティ構造，コミュニケーション方法 
などに対する理解が深まった。最後に，FLOSS が抱える問題に対する理解を深めることで，本研究における 
方向性を明確にすることができた。今後は，本調査で得られた情報を基に，FLOSS を中心としたエコシステ 
ムの実現に向けて研究を進めていきたい。 
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付録 1 開発記録取得スクリプト 
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from github import Github 
import json 
 
dev_log = Github( 
        '[ACCESS_TOKEN]' 
    ).get_repo( 
        '[PROJECT_ID]' 
    ).get_events() 
 
dev_log_json = [ 
    {'user_name': i.actor.name, 
    'event_type': i.type 
    } for i in dev_log 
] 
 
with open('dev_log.json', 'w') as f: 
    json.dump(dev_log_json, f) 
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const _ = require('lodash'); 
const fs = require('fs'); 
 
const dev_log = _( 
    JSON.parse( 
        fs.readFileSync( 
            'dev_log.json', 
            'utf8') 
        ) 
    ) 
    .groupBy('user_name') 
    .map((value, key) => { 
        return { 
            'user_name': key, 
            'event_type': _.countBy(value, 'event_type'), 
        }; 
    }) 
    .value() 
 
for (i in dev_log) { 
    console.log( 
        dev_log[i].user_name + "," + 
        (dev_log[i].event_type.CommitCommentEvent ? dev_log[i].event_type.CommitCommentEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.CreateEvent ? dev_log[i].event_type.CreateEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.DeleteEvent ? dev_log[i].event_type.DeleteEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.ForkEvent ? dev_log[i].event_type.ForkEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.GollumEvent ? dev_log[i].event_type.GollumEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.IssueCommentEvent ? dev_log[i].event_type.IssueCommentEvent : 0) + "," + 



 

 

 

付録 2 開発記録の加工スクリプト (続き) 
 

 
付録 3 package.json 

 

 
付録 4 主成分分析と k-means 処理スクリプト 
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29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 

        (dev_log[i].event_type.IssuesEvent ? dev_log[i].event_type.IssuesEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.MemberEvent ? dev_log[i].event_type.MemberEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.PublicEvent ? dev_log[i].event_type.PublicEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.PullRequestEvent ? dev_log[i].event_type.PullRequestEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.PullRequestReviewCommentEvent ? dev_log[i].event_type.PullRequestReviewCommentEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.PushEvent ? dev_log[i].event_type.PushEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.ReleaseEvent ? dev_log[i].event_type.ReleaseEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.SponsorshipEvent ? dev_log[i].event_type.SponsorshipEvent : 0) + "," + 
        (dev_log[i].event_type.WatchEvent ? dev_log[i].event_type.WatchEvent : 0) 
    ) 
} 

01 
02 
03 
04 
05 
06 

{ 
  "main": "app.js", 
  "dependencies": { 
    "lodash": "^4.17.20" 
  } 
} 

01 
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20 

from matplotlib import pyplot as plt 
from sklearn import datasets, preprocessing 
from sklearn.decomposition import PCA 
from sklearn.cluster import KMeans 
import numpy as np 
import pandas as pd 
 
existing_df = pd.read_csv( 
    "dev_log.csv", 
    index_col=0, 
    thousands=',' 
) 
 
existing_2d = PCA(n_components=2).fit(existing_df).transform(existing_df) 
existing_df_2d = pd.DataFrame(existing_2d) 
existing_df_2d.index = existing_df.index 
existing_df_2d.columns = ['PC1', 'PC2'] 
 
cls = KMeans(n_clusters=3) 
result = cls.fit(existing_df_2d) 



 

 
付録 4 主成分分析と k-means 処理スクリプト (続き) 

 

 
付録 5 ネットワークグラフ出力スクリプト 
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34 

plt.scatter( 
    existing_df_2d['PC1'], 
    existing_df_2d['PC2'] 
) 
 
plt.scatter( 
    result.cluster_centers_[:, 0], 
    result.cluster_centers_[:, 1], 
    s=250, 
    marker='*', 
    c='red' 
) 
 
plt.show() 
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import networkx as nx 
import matplotlib.pyplot as plt 
 
G = nx.DiGraph() 
 
G.add_nodes_from([ 
    "mspncp", 
    "mattcaswell", 
    "DDvO", 
    "levitte", 
    "openssl-machine", 
    "p-steuer", 
    "slontis", 
    "kaduk", 
    "kroeckx", 
    "bbbrumley", 
    "vdukhovni", 
    "yanchangjia", 
    "paulidale", 
    "frustreated", 
    "beldmit", 
    "HuKeping", 
    "bheesham-devops", 
    "nmathewson", 
    "guidovranken", 
    "richsalz", 
]) 



 

 
 

 
付録 5 ネットワークグラフ出力スクリプト (続き) 
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48 
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G.add_edge('mattcaswell', 'mspncp') 
G.add_edge('DDvO', 'mspncp') 
G.add_edge('levitte', 'mspncp') 
 
G.add_edge('mspncp', 'mattcaswell') 
G.add_edge('DDvO', 'mattcaswell') 
G.add_edge('levitte', 'mattcaswell') 
 
G.add_edge('mspncp', 'DDvO') 
G.add_edge('mattcaswell', 'DDvO') 
G.add_edge('levitte', 'DDvO') 
 
G.add_edge('mspncp', 'levitte') 
G.add_edge('mattcaswell', 'levitte') 
G.add_edge('DDvO', 'levitte') 
 
G.add_edge('openssl-machine', 'mspncp') 
G.add_edge('p-steuer', 'mspncp') 
G.add_edge('slontis', 'mattcaswell') 
G.add_edge('kaduk', 'mspncp') 
G.add_edge('kroeckx', 'DDvO') 
G.add_edge('bbbrumley', 'mspncp') 
G.add_edge('vdukhovni', 'levitte') 
G.add_edge('yanchangjia', 'mspncp') 
G.add_edge('paulidale', 'mattcaswell') 
G.add_edge('frustreated', 'mspncp') 
G.add_edge('beldmit', 'mspncp') 
G.add_edge('HuKeping', 'DDvO') 
G.add_edge('bheesham-devops', 'mspncp') 
G.add_edge('nmathewson', 'mspncp') 
G.add_edge('guidovranken', 'levitte') 
G.add_edge('richsalz', 'mspncp') 
 
nx.draw_networkx(G) 
plt.show() 


